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議案第２２号 

 

 

 

令和２年度明石市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号） 

 

令和２年度明石市の国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定め

るところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条  歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ298,600千円を減額し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ29,678,870千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

令和３年２月１９日提出 

 

 

 

明石市長   泉    房   穂 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第１表　歳入歳出予算補正

1   歳入

款 項

1 国民健康保険料

1 国民健康保険料

2 県支出金

1 県補助金

3 繰入金

1 繰入金

4 繰越金

1 繰越金

歳 入 合 計
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(単位：千円)

5,727,810 △ 739,896 4,987,914 

5,727,810 △ 739,896 4,987,914 

21,021,868 ‐ 21,021,868 

21,021,868 ‐ 21,021,868 

2,680,572 621,555 3,302,127 

2,680,572 621,555 3,302,127 

500,000 △ 180,259 319,741 

500,000 △ 180,259 319,741 

29,977,470 △ 298,600 29,678,870 

補 正 前 の 額 補 正 額 計
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2   歳出

款 項

1 総務費

1 総務管理費

2 保険給付費

1 療養諸費

3 諸支出金

1 償還金及び還付加算金

歳 出 合 計
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(単位：千円)

482,219 △ 18,600 463,619 

481,527 △ 18,600 462,927 

20,366,776 ‐ 20,366,776 

17,643,099 ‐ 17,643,099 

694,430 △ 280,000 414,430 

694,430 △ 280,000 414,430 

29,977,470 △ 298,600 29,678,870 

補 正 前 の 額 補 正 額 計
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令和２年度明石市国民健康保険事業特別会計補正予算に関する説明書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



歳入歳出補正予算事項別明細書

 1　歳    入

款　　　　　　項　　　　　　目 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 国民健康保険料 5,727,810 △ 739,896 4,987,914 

1 国民健康保険料 5,727,810 △ 739,896 4,987,914 

1 一般被保険者国民健康保険料 5,725,537 △ 739,896 4,985,641 
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(単位：千円)

医療給付費分現 一般被保険者国民健康保険料医療給付費分現
年分 年分

現　計 3,779,394 
補正後 3,039,498 

 1　歳    入

節
説　　　　　　　明

区 分 金 額

1 △ 739,896 
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款　　　　　　項　　　　　　目 補 正 前 の 額 補 正 額 計

2 県支出金 21,021,868 - 21,021,868 

1 県補助金 21,021,868 - 21,021,868 

1 保険給付費等交付金 21,021,868 - 21,021,868 
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保険給付費等交 保険給付費等交付金（普通交付金）
付金（普通交付 現　計 20,361,976 
金） 補正後 20,360,976 
保険給付費等交 特別調整交付金分
付金（特別交付 現　計 195,501 
金） 補正後 196,501 

説　　　　　　　明
節

区 分 金 額

1 △ 1,000 

2 1,000 
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款　　　　　　項　　　　　　目 補 正 前 の 額 補 正 額 計

3 繰入金 2,680,572 621,555 3,302,127 

1 繰入金 2,680,572 621,555 3,302,127 

1 600,000 600,001 

1 一般会計繰入金 2,680,571 21,555 2,702,126 

2 基金繰入金
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保険基盤安定繰 保険基盤安定繰入金
入金 現　計 1,618,820 

補正後 1,658,975 
職員給与費等繰 職員給与費等繰入金
入金 現　計 480,107 

補正後 461,507 
国民健康保険事 国民健康保険事業基金繰入金
業基金繰入金 現　計 1 

補正後 600,001 

節
説　　　　　　　明

区 分 金 額

40,155 

2 △ 18,600 

1

1 600,000 
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款　　　　　　項　　　　　　目 補 正 前 の 額 補 正 額 計

4 繰越金 500,000 △ 180,259 319,741 

1 繰越金 500,000 △ 180,259 319,741 

1 繰越金 500,000 △ 180,259 319,741 
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前年度繰越金
現　計 500,000 
補正後 319,741 

説　　　　　　　明
節

区 分 金 額

1 前年度繰越金 △ 180,259 
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一般財源 △18,600 

一般財源 △18,600 

一般財源 △18,600 

 2　歳    出

款　　　　項　　　　目 補正前の額 補正額 計 補正額の財源内訳

1 総務費 482,219 △ 18,600 463,619 

1 総務管理費 481,527 △ 18,600 462,927 

1 一般管理費 470,242 △ 18,600 451,642 
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(単位：千円)

職員費 △    18,600 

 2　歳    出

節
説　　　　　　　明  

区　　　分 金　　　　額

1,600 

 1 報酬 △ 400 

 2 給料 △ 7,900 

 3 職員手当等 △ 8,700 

 4 共済費 △
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一般被保険者療養給 特定財源 △4,000 
付費

(特定財源内訳)
国県支出金

△4,000 
退職被保険者等療養 特定財源 4,000 
給付費

(特定財源内訳)
国県支出金

4,000 

款　　　　項　　　　目 補正前の額 補正額 計 補正額の財源内訳

2 保険給付費 20,366,776 - 20,366,776 

1 療養諸費 17,643,099 - 17,643,099 

1 17,390,149 △ 4,000 17,386,149 

2 3,000 4,000 7,000 
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負担金補助 一般被保険者療養給付（現物給付）事業 △     4,000 
及び交付金

負担金補助 退職被保険者等療養給付（現物給付）事業      4,000 
及び交付金

説　　　　　　　明  
区　　　分 金　　　　額

節

4,000 

18 △ 4,000 

18
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特定財源 △280,000 

特定財源 △280,000 

保険給付費等交付金 特定財源 △280,000 
償還金

(特定財源内訳)
その他 △280,000 

款　　　　項　　　　目 補正前の額 補正額 計 補正額の財源内訳

3 諸支出金 694,430 △ 280,000 414,430 

1 償還金及び還付加算金 694,430 △ 280,000 414,430 

1 500,000 △ 280,000 220,000 
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償還金利子 保険給付費等交付金償還事業 △   280,000 
及び割引料

説　　　　　　　明  
区　　　分 金　　　　額

節

△ 280,000 22

国 19
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一　般　職　等

(1)　総　　　括

備考　（　　　）内は再任用・任期付短時間勤務職員及びフルタイム会計年度任用職員数を外書き

(2)　給料及び職員手当の増減額の明細

期末勤勉手当

その他の増減分 扶養手当

地域手当

時間外勤務手当

期末勤勉手当

通勤手当

住居手当

その他 27

412

378

△ 8,092 △ 720 職員構成の変動に伴う増減等

△ 630

△ 4,805

△ 2,754

職 員 △ 8,700 人事院勧告に基づく △ 608 △ 608 令和２年度人事院勧告に基づく改定分（年間
支給月数△0.05月）

手 当 給与改定分

う増減分

給 料 △ 7,900 職員構成の変動に伴 △ 7,900 △ 7,900

区 分
増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説 明

備 考
（千円） （千円） （千円）

職
員
手
当
の
内
訳

比　　　較 △ 720 △ 630 △ 4,805 13 0 412△ 3,362 378 14

補　正　前 3,000 9,360 9,590 1,770 0 63,630

補　正　後 2,280 8,730 4,785 1,783 0

4,740 1,910 0

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

60,268

（千円） （千円） （千円）

5,118 2,322 14

区　分

扶 養 地 域 時間外勤務 管 理 職

手 当 手 当 手 当 手 当

通 勤 住 居 休 日 勤 務

手 当 手 当

特 殊 勤 務 期 末 勤 勉

手 当手 当 手 当

比　　　　　較
(△1)

△ 400 △ 7,900 △ 8,700 △ 17,000
△ 1

補　　正　　前
(27)

7,070 151,230 94,000 252,300
26

48,560

補　　正　　後
(26)

6,670 143,330 85,300 235,300 46,960
25

（千円） （千円）（人） （千円） （千円） （千円）

報　 酬 給　 料 職 員 手 当 計区　　分
職 員 数

給　　　　　　与　　　　　　費
共　済　費

補　　正　　予　　算　　給　　与　　費　　明　　細　　書

合　計

（千円）

282,260

300,860

△ 18,600△ 1,600
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(3)　給料及び職員手当の状況

　ア　職員１人当たり給与

　イ　初任給の状況（令和2年4月1日現在）

　ウ　級別職員数（令和2年10月1日現在）

構成比については、小数点以下第2位を四捨五入しているため、計と一致しない場合がある。

-

計 27

6 2

100.0

3

11 40.7

-

4

11.1

7.4

5

2

8 - -

7

3 7 25.9

1 1 3.7

11.13

級

一般行政職

(人) (％)

職員数 構成比

182,200

高校卒

給料月額 154,900

国の制度 150,600

区分

188,700

大学卒

一般行政職（円）

43.7

平均年齢 44.3

補正前

平均給料月額 321,526

平均年齢

平均給与月額 397,627

平均給与月額補正後 391,097

平均給料月額

区　　　　　　分

(単位：円、歳)

320,186

一般行政職
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(級別の標準的な職務内容)

　エ　昇給

　オ　期末手当・勤勉手当

備考　（　　　）内は再任用職員

(1.175)

備　　　考

2.250 2.200 4.450
国の制度

(1.175) 2.350
有

有
(1.175) (1.175) 2.350

2.250 2.250 4.500

有

補正前

2.250 2.200 4.450

区　　分
支給期別支給率

補正後
(1.175) (1.175) 2.350

6月(月分) 12月(月分) 級 等 に よ る 加 算 措 置

支給率計
(月分)

職 制 上 の 段 階 、 職 務 の

）
比  率　　　(B)/(A)  (％) 85.2

令
和
2
年
1
月
1
日
昇
給

2号給 (人)

23

-

-

-1号給 (人)

号給数別内訳

（

4号給 (人)

3号給 (人)

比  率　　　(B)/(A)  (％) 77.8

補
正
前

職　員　数　(A)　　(人) 27

昇給に係る
職員数　(B)      (人)

23

）

号給数別内訳

4号給 (人) 20

-

令
和
3
年
1
月
1
日
昇
給

2号給 (人) 1

（
1号給 (人)

3号給 (人) -

21

27

昇給に係る
職員数　(B)      (人)

区　　　　　分

補
正
後

職　員　数　(A)　　(人)

技術職員 技術職員 技術職員 次長

主任

事務職員

区   分 1級 2級 3級

室長 局長

4級

係長

8級6級 7級

事務職員

一般行政職

事務職員

5級

代表的な職種

一般行政職

部長

課長
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　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　キ　地域手当

備考　（　　　）内は再任用・任期付短時間勤務職員及びフルタイム会計年度任用職員数を外書き

　ク　その他の手当

区　分 国の制度との異同

25

通勤手当 同

同

住居手当 同

差　　　　　　異　　　　　　の　　　　　　内　　　　　　容

6.0

(26)

6.0

支給対象職員数　(人)
国の指定基準に

基づく支給率(％)

47.709

定年前早期退職

特例措置

(定年前1年につき
最大3%を加算)

24.586875 33.27075 47.709
国の制度

(支給率等)

(定年前1年につき
最大3%を加算)

特例措置
24.586875 33.27075 47.709

定年前早期退職

47.709

その他の
備　　　　考

(月分) (月分) (月分) (月分) 加算措置等

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度
区　　分

支給率等

扶養手当

支給率(％)
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